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１. 16年 9月中間期の連結業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 16年 9月 30日）
(1)連結経営成績 （記載金額は百万円未満切り捨て表示）

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期 68,827 27.4 3,042 38.7 3,182 44.2
15年 9月中間期 54,038 6.2 2,193 △ 11.5 2,206 △ 12.5
16年 3月期 118,553 5,331 5,314

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円 　　銭 円 銭

16年 9月中間期 1,808 42.3           27     15        27  08
15年 9月中間期 1,270 △34.4           19     09 -
16年 3月期 2,839           40     95        40  93
(注)①持分法投資損益    16年 9月中間期           15百万円   15年 9月中間期           21 百万円   16年 3月期           33 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　16年 9月中間期    66,608,070株　　　15年 9月中間期    66,580,736 株　　　16年 3月期    66,578,401 株

     ③会計処理の方法の変更　　 有

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産        　株  主  資　本      株主資本比率

百万円 百万円 ％ 円 銭

16年 9月中間期 74,860 30,989 41.4        464    68
15年 9月中間期 62,873 28,044 44.6        421    23
16年 3月期 71,433 29,396 41.2        439    86
(注)期末発行済株式数（連結）　16年 9月中間期    66,690,571株　　　15年 9月中間期    66,577,902 株　　　16年 3月期    66,574,061 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　 投資活動による  　財務活動による 　現金及び現金同等物

　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

16年 9月中間期 2,402 △ 5,126 492 6,959
15年 9月中間期 2,060 △ 5,255 △ 1,145 6,286
16年 3月期 9,814 △ 9,961 △ 1,213 9,105

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  15　社   持分法適用非連結子会社数　   -  　社   持分法適用関連会社数　6　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）   3  　社  （除外）   -  　社   持分法（新規）   1  　社  （除外）　   -  　社

２. 17年 3月期の連結業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 430,000 19,000 8,800
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）               67円  75銭

※上記業績予想は、平成16年10月1日の３社合併後の通期予想となっております。また、当該予想は本資料の発表日現在

 　において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合

　 があります。

１株当たり株主資本
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企業集団の状況 

 

当社の企業集団は、当社の親会社であるトヨタ自動車(株)、当社、子会社15社および関連

会社６社で構成され、自動車部品および繊維製品の製造・販売を主な内容とし、事業活動を

展開しております｡ 

当グループの事業に係わる位置づけは､おおむね次のとおりであります。(平成16年9月30日現在) 

 なお、当中間会計年度末時点で保有する子会社のうち、国内・国外の証券市場に上場（又

は公開）している会社はございません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

得 意 先（トヨタ自動車㈱（親会社）、㈱デンソー 他）

その他の関係会社 
   東和不動産(株)

製品の販売 

製品の販売 

部品の購入 

製品の販売 

               当             社
自 動 車 部 品 繊 維 製 品 

技術援助･部品の販売等

 連結子会社
  (株)TB岩手

持分法適用の関連会社
  ﾊｲﾆｰﾄﾞ工業      (株) 
株

部品の加工 

 

連結子会社
 ア イ ホ ー      (株)

連結子会社
 (株)ﾃｨｰﾋﾞｰｻｰﾋﾞｽ 

給食業務 

物流業務 

生産設備 
金型生産 連結子会社

 (株)ﾃｨｰﾋﾞｰﾊｲﾃｯｸ 

その他の事業 

（連結子会社） 

ﾄﾖﾀﾞﾎﾞｳｱﾒﾘｶ(株) 
ﾄﾖﾀﾞﾎﾞｳｱｼﾞｱ(株) 
ﾃｨｰﾋﾞｰ ｵｰﾄ ﾊﾟｰﾂﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ(株) 
ﾄﾖﾀﾞﾎﾞｳﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞｹﾝﾀｯｷｰLLC．
寧波豊田紡汽車部件(有) 
ﾄﾖﾀﾎﾞｳﾊｲﾌｫﾝ(有) 
上海豊田紡汽車部件(有) 
ﾄﾖﾀﾞﾎﾞｳﾌｨﾙﾄﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ(ﾀｲﾗﾝﾄﾞ)(株)
天津豊田紡汽車部件(有) 
STBﾃｷｽﾀｲﾙｽﾞｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰ(株) 
TBDNﾃﾈｼｰ(パ) 
 
（持分法適用の関連会社） 
ｴｺ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ(株) 
広州桜泰汽車飾件(有) 
ﾀｲｼｰﾄﾍﾞﾙﾄ(株) 
天津英泰汽車飾件(有) 

海外生産･販売会社等

*

(注) ＊ (ﾊﾟ)はﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟの略持分法適用の関連会社
  (株)アイテック 

部品の加工 

部品の加工 
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経営方針 
１．経営の基本方針 
当社は、世界トップレベルの内装システムサプライヤーの実現を目指し、アラコ株式会

社（内装部門）、タカニチ株式会社と平成 16年 10月 1日に合併し、社名をトヨタ紡織株式
会社といたしました。この合併により自動車の内装全体（除くインパネ）が事業領域とな

り、技術の高度化と海外展開を一段と加速させ、新技術・新商品を世界に提供できるグロ

ーバル内装システムサプライヤー・フィルターメーカーとして大きく躍進する基盤 
 が出来ました。 
 トヨタ紡織グループは、常にお客様の潜在ニーズの発掘・創出に努めるとともに、「モノ

づくり」の精神を大切にし、社会、顧客、株主、取引先に満足いただけるよう次の五つの

基本理念をもとに経営してまいります。 
① よき企業市民として社会との調和ある成長を目指す。 
（1）企業倫理の徹底をはかり、公正で透明な企業活動の推進。 
（2）クリーンで安全な商品を提供することを使命とし、地球環境保護を重視した企業活
動の推進。 

（3）地域社会の一員としての役割を自覚し、よい社会づくりに貢献。 
②革新的な技術開発、製品開発に努め、お客様に喜ばれる、良い商品を提供する。 
③将来の発展に向けた革新的経営を進め、株主の信頼に応える。 
④労使相互信頼を基本に、社員の個性を尊重し、安全で働きやすい職場環境をつくる。 
⑤開かれた取引関係を基本に、互いに研鑚に努め、共に長期安定的な成長を目指す。 
 
２．中長期的な会社の経営戦略 
 中長期の経営戦略といたしましては、次の通りのビジョンを策定しております。 
【ビジョン】 
 世界トップレベルの内装システムサプライヤー・フィルターメーカーを目指す。 
① 快適な車室空間の提供 
・ 車室空間全体について、コンセプトづくりから開発・設計・生産まで一貫して担当し、 
品質・コスト・デリバリーで№１の競争力を持ち、自動車メーカーからの信頼を獲得。 
・ 車室内の快適性、静粛性、見栄えなどユーザーの期待と、安全・環境など社会的要 
 請に応える商品をいち早く実現し、社会に貢献。 
・ オンリーワンの技術・製品を提案できる技術力の獲得。 
② 世界トップの自動車用フィルターの提供 
・ 吸気系トータル性能を企画・設計できるシステムメーカーとしての実力獲得。 
・ 潤滑系・空調系フィルターの次世代技術の開発を通じ、社会的要請（環境・エネル 
 ギー・健康）に応える商品を提供。 
③ グローバルな供給体制の構築 
・ お客様の要請に、いつでもどこでも対応できる体制（開発・生産）の構築。 

 
  また、繊維事業につきましては、ユニフォーム、健康衣料「オーラムーンバリー」 
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 を中心とした付加価値ある商品の充実・拡大を推進してまいります。 
 これらの課題への取組みにより、株主価値の一層の向上を図る所存であります。 
 
３．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
 （コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 
 当社は、社会、顧客、株主、取引先に満足いただけるよう「よき企業市民として社会と

の調和ある成長を目指す」ことを基本理念の第一に掲げております。また株主や投資家の

皆様に対し経営の透明性を高めるため、情報開示に積極的に取組んでおります。 
（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 
 当社は、株主総会、取締役会、監査役会、会計監査人などの法律上の機関に加え、「企業倫理・

社会貢献活動委員会」を定期的に開催し、企業活動全般について法律面および倫理面からチェ

ックを行っています。また従業員に対しては、心構えや基本行動を明文化した「社員の行動指

針」を昨年改訂するとともに、階層別・職場別教育などを通し徹底をはかっております。 
 当社は、このたび執行役員制度を導入し、経営の意思決定と業務の執行を区分して、経営の

効率化と業務執行の監督機能の強化を実施しました。経営上の意思決定機関である取締役会は

毎月１回以上開催し、重要事項の決定ならびに業務の執行状況を監督しております。 
 当社は監査役制度を採用しており、常勤監査役３名、社外監査役３名 合計６名の監査役が

取締役の職務執行及び国内外子会社の業務や財政状況を監査しています。また「監査役室」を

新たに設け、専任スタッフを置くなど監査役の機能の強化をはかりました。 
 また、前期より四半期毎の決算情報を開示しております。今後も株主や投資家の皆様に

対し経営の透明性を高めるため、ＩＲ活動、広報活動に積極的に取組んで行きます。 
 
４．会社の利益配分に関する基本方針 
 利益配分につきましては、当社は、株主の皆様の利益向上を重要な経営課題のひとつと

し、安定的な配当の継続を基本に、業績および配当性向などを総合的に勘案し、株主の皆

様のご期待にお応えして行きたいと考えております。 
 内部留保につきましては、経営基盤の一層の強化・充実ならびに今後の事業展開に有効

活用し、長期的に株主の皆様の利益確保に努めたいと考えております。 
 また、当社取締役および従業員の会社業績向上に対する意欲や士気をより高めるため、 
ストック・オプション制度を導入しております。 
 
５．投資単位の引下げに関する考え方 
 株式の投資単位につきましては、当社株式の流通の活性化を促進し、投資家層の拡大を

図るため、平成 16年 4月 1日より 1単元の株式の数を 1,000株から 100株に変更しまし
た。 
 
６．目標とする経営指標 
トヨタ紡織グループは、事業の拡大・発展とともに、投資効率の高い経営をはかること

を目標にしています。具体的にはシステム化・モジュール化商品の開発・海外事業の強化

による収益向上を重点とした活動を推進してまいります。 
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  なお、合併後の目標指標および数値につきましては、新会社の経営計画を精力的に策 
 定中です。 
 
７．関連当事者との関係に関する基本方針 
 トヨタ自動車株式会社は平成 16 年 9 月末現在で当社議決権株式総数の 43.2％を所有
（直接所有 15.7％、間接所有 27.5％）しており、同社の取締役 2名が当社取締役および
監査役を兼務しております。 
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経営成績及び財政状態 
１．経営成績 
（１）当中間期の概況    
当中間期の自動車業界におきましては、各社の新型車投入・拡販努力により国内販売の普

通乗用車の増加と欧州向け輸出の増加により、国内生産全体では、前年を上回りました。 
このような情勢の中で、当社は、かねてより研究開発・生産技術力の強化とともに事業拡

大を進めております自動車用内装システムサプライヤーとして、国内においては、サイオン、

クラウン マジェスタ、ノア、ヴォクシー、ポルテ、ハイエース、アイシスが、タイ国におい
ては、トヨタ自動車の世界戦略車ＩＭＶの第一車種ハイラックスＶＩＧＯが、生産開始にな

りました。また、自動車用フィルター総合メーカーとしては、軽量・コンパクト・低コスト

な吸気システムなどの開発と生産に注力しております。 
 グローバル展開といたしましては、中国におきまして、本年 6 月、天津市に株式会社デン

ソーとの合弁で、フィルターの生産子会社 天津豊田紡汽車部件有限公司を、7 月に寧波市

にシートファブリックの生産子会社 寧波豊田紡汽車部件有限公司を、9 月に広州市に広州

汽車零部件有限公司との合弁で内装品の生産会社 広州桜泰汽車飾件有限公司を、アイシン

精機株式会社との合弁でシート部品の生産会社 豊愛(広州)汽車座椅部件有限公司をそれぞ

れ設立しました。また同月、ベトナムのハイフォン市にカーテンシールドエアバッグ（袋体）

の生産子会社 トヨタボウハイフォン社を設立し、お客様の要請に応えられるよう生産拠点

の拡充を推進しております。 

 

 連結決算の業績につきましては、売上高は、前年中間期に比べ 147 億 8 千 8 百万円（27.4%）

増加の 688 億 2 千 7 百万円となりました。 

 

 事業部門別の売上高は次のようになりました。 

自動車部品事業につきましては、内装システム製品、エアフィルターや成形天井などの増産・

増収などにより、前年中間期に比べ 146 億 5 千 3 百万円（27.5%）増加の 679 億 3 千万円とな

りました。 

繊維事業につきましては、前年中間期に比べ 1億 2 千 6百万円（29.4%）増加の 5億 5 千 8百

万円となりました。 

その他事業につきましては、前年中間期に比べ 8 百万円（2.7%）増加の 3 億 3 千 8 百万円と

なりました。 

 

利益につきましては、製品構成・製品価格変動等の影響や労務費の増加などの減益要因は

ありましたが、増産増収の影響、社内合理化と原価改善などにより、経常利益は、前年中間

期に比べ 9 億 7 千 5 百万円（44.2%）増加の 31 億 8 千 2 百万円となりました。また、特別損

失の固定資産減損損失などを差し引きました中間純利益は、前年中間期に比べ 5 億 3 千 7 百

万円（42.3%）増加の 18 億 8 百万円となりました。 

 

当期の中間配当金につきましては、前年同期に比べ普通配当を 1円 50 銭増配し、1株につ

き 5円 50 銭とさせていただきます。また年間の配当金につきましては、前期に比べ普通配当

を 2円増配の 11 円とし、合併記念配当の 1円を加えました、1株につき 12 円を予定してお

ります。 
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（２）通期の見通し 
今後の経済見通しにつきましては、国内･世界経済ともに回復傾向が続くと見込まれますが、

原油価格の動向など先行き不透明感があり、依然として予断を許さない状況が続くものと思

われます。 
 このような中で、当社におきましては、本年 10月 1日にアラコ株式会社およびタカニチ株
式会社と合併し、新会社「トヨタ紡織株式会社」として順調にスタートいたしました。 
新会社は、「世界トップレベルの内装システムサプライヤー・フィルターメーカーを目指

す」をビジョンに掲げ、①快適な車室空間の提供②世界トップの自動車用フィルターの提供

③グローバルな供給体制の構築を目指し、グローバル競争を勝ち抜いていく所存でございま

す。 
通期の連結業績見通しといたしましては、本年10月1日の合併による効果が下期に寄与し、

売上高は 4 千 3 百億円（対前期比 262.7%増）、経常利益は 190 億円（対前期比 257.5%増）、

当期純利益は 88 億円（対前期比 209.9%増）を予想しております。 
 上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したもので

あり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
 
２．財政状態 
〈営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ〉 
営業活動の結果増加した現金及び現金同等物は 24 億 2 百万円となりました。これは主に、

税金等調整前当期純利益28億 2千 9百万円、減価償却費 27億 3千 2百万円等による増加と、

売上債権の増加額 5億 2 千 5 百万円、法人税等の支払額 15 億 8 千 9百万円等によるものであ

ります。 
〈投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ〉 
投資活動の結果減少した現金及び現金同等物は 51 億 2 千 6 百万円となりました。これは主

に、有形固定資産の取得による支出 42 億 3 千万円によるものであります。 

〈財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ〉 

財務活動の結果増加した現金及び現金同等物は 4 億 9 千 2 百万円となりました。これは、

短期借入金の純増減額 14 億 4 千 5百万円などによる増加と、長期借入金の返済による支出 6

億 3 千 9 百万円、配当金の支払額 4億 4 千 3百万円等によるものです。 
 以上の結果、現金及び現金同等物の当期末残高は、69 億 5 千 9 百万円と前期末に比べ 21

億 4 千 6 百万円減少いたしました。 
 
ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ指標の推移 

 H14.9 中 H15.3 H15.9 中 H16.3 H16.9 中 

自己資本比率  44.3%  41.8%  44.6%  41.2%  41.4% 

時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率   78.1%   54.8%   78.8%   83.8%  192.9% 

債務償還年数   1.8 年    0.9 年   4.5 年    0.9 年    4.2 年 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ  86.6 倍   91.0 倍  45.9 倍   81.1 倍   54.7 倍 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ：(営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ+利息の支払額+法人税等の支払額)/利息の支払額 

※ いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※ キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローを利用しております。 

※ 有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている 

   すべての負債を対象としております。 
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連結貸借対照表 

 
（単位：百万円） 

科    目 
当 中 間 期       
(16.9.30 現在) 

前    期 
(16.3.31 現在) 

増    減 
前年中間期       
(15.9.30 現在) 

 

（ 資 産 の 部 ）          

流 動 資 産 

現 金 預 金           

受取手形及び売掛金           

有 価 証 券           

た な 卸 資 産           

繰 延 税 金 資 産           

そ の 他の流動資産           

貸 倒 引 当 金           

 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 及 び 構 築 物           

機械装置及び運搬具           

工 具 器 具 備 品           

土 地           

建 設 仮 勘 定           

無 形 固 定 資 産 

連 結 調 整 勘 定           

そ の 他           

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券           

繰 延 税 金 資 産           

その他の投資その他の資産            

 

３５,１６１

４,０４５

１９,８９７

２,９１４

４,０３８

１,２２３

３,１５４

△  １１１

３９,６９９

３３,７６９

１３,５２０

１２,０３８

３,４４７

２,７１７

２,０４４

７５０

４５３

２９６

５,１７９

２,６９７

１,１５１

１,３３０

３５,７９４

５,８８６

１９,３０９

３,２１９

３,９２６

１,５３８

２,０２５

△  １１１

３５,６３８

３０,４５０

１０,８７３

１１,８４１

３,３５４

２,９５３

１,４２６

６３８

４３９

１９９

４,５４９

２,８８０

１,０６０

６０８

 

 

△  ６３３ 

△１,８４１ 

５８７ 

△  ３０５ 

１１１ 

△  ３１４ 

１,１２８ 

   △    ０ 

 

  ４,０６０ 

３,３１８ 

２,６４７ 

１９７ 

   ９３ 

△  ２３６ 

６１７ 

   １１２ 

   １４ 

   ９７ 

６２９ 

△  １８３ 

９１ 

  ７２１ 

 

２８,５７９

４,２６９

１５,２５３

２,５２３

３,９６０

１,１８１

１,４９４

△  １０３

３４,２９４

２９,７３３

１１,０２９

１１,２３７

３,３７６

２,９６９

１,１２０

６８２

４６７

２１５

３,８７８

２,４１５

１,０６２

４０１

合   計 ７４,８６０ ７１,４３３ ３,４２６ ６２,８７３

(注)１．有形固定資産の 

減価償却累計額 ６５,５７４ ６２,５７４ ３,０００ ６０,５５５ 

２．保証債務 １１５ １０３    １２   １０８ 
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（単位：百万円） 

科    目 
当 中 間 期       
(16.9.30 現在) 

前    期 
(16.3.31 現在) 

増    減 
前年中間期       
(15.9.30 現在) 

 

（ 負 債 の 部 ）          

流 動 負 債 

支払手形及び買掛金 

短 期 借 入 金           

一年内返済の長期借入金 

未 払 法 人 税 等 

未 払 費 用 

そ の他の流動負債 

 

固 定 負 債                  

長 期 借 入 金 

退 職 給 付 引 当 金           

役員退職慰労引当金           

そ の 他の固定負債           

負 債 計 

 

（少数株主持分）          

少 数 株 主 持 分         

 

（ 資 本 の 部 ）          

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

その他有価証券評価差額金 

為替換算調整勘定 

自 己 株 式 

資 本 計 

 

３５,０５３

１８,９１１

６,３９６

１,２５０

９８２

５,３９２

２,１１９

６,５１９

２,５００

３,３３３

４０７

２７９

４１,５７３

２,２９７

４,９３３

２,８００

２２,９４１

９７０

△  ３２７

△  ３２８

３０,９８９

３２,６９８

１７,５９２

４,９２３

１,２５１

２,０５２

５,４４５

１,４３１

７,１６５

３,１３６

３,０７８

６５８

２９１

３９,８６４

２,１７３

４,９３３

２,７９７

２１,５７８

   ９５９

△  ４６７

△  ４０５

２９,３９６

 

 

 ２,３５５ 

  １,３１９ 

１,４７３ 

△    １ 

△１,０７０ 

△   ５３ 

６８８ 

 

△  ６４５ 

△  ６３６ 

２５４ 

△  ２５１ 

△   １２ 

１,７０９ 

 

 

 １２３ 

 

 

－ 

２ 

１,３６２ 

１１ 

  １３９ 

   ７７ 

１,５９３ 

２５,２１４

１３,１６７

３,６７５

１,８４９

１,２８５

４,３１４

９２２

７,４７１

３,７６２

２,９２６

４８１

３０１

３２,６８６

２,１４２

４,９３３

２,７９７

２０,２７６

６７９

△  ２３９

△  ４０２

２８,０４４

合   計 ７４,８６０ ７１,４３３ ３,４２６ ６２,８７３
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連結損益計算書 

（単位：百万円） 

科                 目 
当 中 間 期       

(16.4.1～16.9.30)

前年中間期       

(15.4.1～15.9.30)
増    減 前    期 

(15.4.1～16.3.31)

売 上 高 
売 上 原 価 
売 上 総 利 益 
販売費及び一般管理費 
営 業 利 益 

営 業 外 収 益             
受 取 利 息 及 び 配 当 金             

そ の 他 の 営 業 外 収 益             
営 業 外 費 用 
支 払 利 息             

そ の 他 の 営 業 外 費 用             
経 常 利 益 

特 別 損 失             

減 損 損 失             
福利厚生制度変更に伴う過年度費用 
税金等調整前中間(当期)純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

少 数 株 主 利 益        （減算△） 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益             

６８，８２７

６２，０１９

６，８０８

３，７６５

３，０４２

３１７

１８

２９９

１７７

７２

１０５

３，１８２

３５２

２４２

１０９

２，８２９

５０２

  ４１６

△  １０１

１,８０８

５４，０３８

４８，５７８

５，４６０

３，２６６

２，１９３

１９５

１５

１７９

１８１

７８

１０３

２，２０６

－

－

－

２，２０６

１，１８３

△  ３２０

△   ７２

１,２７０

１４，７８８ 

１３，４４１ 

１，３４７ 

４９８ 

８４９ 

１２２ 

      ２ 

１１９ 

△     ４ 

△    ５ 

   １ 

 ９７５ 

３５２ 

２４２ 

１０９ 

６２３ 

△  ６８１ 

  ７３６ 

△   ２９ 

  ５３７ 

１１８，５５３

１０６，３０１

１２，２５２

６，９２０

５，３３１

４２１

２３

３９８

４３８

１５１

２８７

５，３１４

－

－

－

５，３１４

３，１３１

△  ８６０

△  ２０５

２，８３９

 



－11－ 

 

連結剰余金計算書 
（単位：百万円） 

 
科                 目 

 
当 中 間 期       

(16.4.1～16.9.30)

前年中間期       

(15.4.1～15.9.30)
増    減 

前    期 

(15.4.1～16.3.31)

 （資本剰余金の部） 

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 

資 本 剰 余 金 増 加 高 

自己株式処分差益 

資 本 剰 余 金 減 少 高 

資 本 剰 余 金 期 末 残 高 

 

 （利益剰余金の部） 

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 

利 益 剰 余 金 増 加 高 

中間（当期）純利益 

利 益 剰 余 金 減 少 高 

配 当 金 

役 員 賞 与 
利益剰余金中間期末（期末）残高 

２，７９７

２

２

－

２，８００ 
 
 

２１，５７８ 

１，８０８ 
１，８０８ 

４４５

３３２

１１２

２２，９４１ 

２，７９７

－

－

－

２，７９７ 
 
 

１９，３７８ 

１，２７０ 
１，２７０ 

３７２

２６６

１０６

２０，２７６ 

 

－ 

２ 

２ 

－ 

２ 
 
 

２，２００ 

  ５３７ 
  ５３７ 

７３ 

６６ 

６ 

２，６６４ 

２，７９７

－

－

－

２，７９７ 
 
 

１９，３７８ 

２，８３９ 
２，８３９ 

６３８

５３２

１０６

２１，５７８ 
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連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円） 

科      目 
当 中 間 期      

(16.4.1～16.9.30)

前年中間期      

(15.4.1～15.9.30)
増    減 

前    期

(15.4.1～16.3.31)

２,８２９

２,７３２

２４２

５

２

  ２５４

△       １８

７２

△         ２

６

△     １１２

△     ５２５ 

△       ７９

１９４

△  １,５６５

２,２０６

２,６８８

－

１４

△         １

  １３６

△       １５

７８

△         ８

１

△     １０６

△  １,２５９ 

△     ５７７

７１５

△     ４３０

 

６２３ 

４３ 

２４２ 

△         ９ 

４ 

  １１７ 

△         ２ 

△         ６ 

６ 

５ 

△         ６ 

７３４ 

４９８ 

△     ５２０ 

△  １,１３５ 

５,３１４

５,７７４

－

－

６

２８８

△       ２３

１５１

△       １９

６１

△     １０６

△  ５,８６８

△     ５８０
５,９８４

１,４６８

４,０３７

２９

△       ７４

△  １,５８９

３,４４１

３８

△       ７５

△  １,３４３

５９６ 

△         ９ 

１ 

△     ２４５ 

１２,４５１

４５

△     １５４

△  ２,５２８

２,４０２

△  ４,２３０

１４５

－

△     ７２５

△     ３１５

２,０６０

△  ４,７３６

２８

－

△       ８７

△     ４６０

３４２ 

 

 

５０６ 

 １１６ 

－ 

△     ６３８ 

     １４４ 

  ９,８１４

△   ９,５２３

９６

△         ７

△     ２８４

△     ２４２

Ｉ営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 
税金等調整前中間(当期)純利益 

減価償却費 

減損損失 

有価証券の評価損 

貸倒引当金の増加(△減少)額 

退職給付引当金の増加(△減少)額 

受取利息及び受取配当金 

支払利息 

固定資産売却益 

固定資産除売却損 

役員賞与の支払額 

売上債権の減少(△増加)額 

たな卸資産の減少(△増加)額 

仕入債務の増加額 

その他 

小計 

利息及び配当金の受取額 

利息の支払額 

法人税等の支払額 

営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 

Ⅱ投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 

有形固定資産の取得による支出 

有形固定資産の売却による収入 

投資有価証券の取得による支出 

子会社株式・出資金の取得による支出 

その他 

投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 

Ⅲ財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 
短期借入金の純増減額 

長期借入金の返済による支出 

配当金の支払額 

少数株主への配当金の支払額 

自己株式の取得による支出 

少数株主への株式の発行による収入 

その他 

△  ５,１２６

１,４４５

△     ６３９

△      ３３２

△      １１１

△         ２

５０

８２

△  ５,２５５

２４

△     ５７０

△      ２６６

△      ３４７

△         ２

－

１６

     １２９ 

 

 

１,４２０ 

△       ６９ 

△       ６６ 

     ２３６ 

△         ０ 

５０ 

６５ 

△  ９,９６１

１,４３０

△  １,７８８

△      ５３２

△      ３３０

 △         ５

－

１１
財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ ４９２ △  １,１４５ １,６３７ △  １,２１３

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 ８５ △     １５３ ２３８ △     ３１５

Ⅴ現金及び現金同等物の増加(△減少)額 △  ２,１４６ △  ４,４９４   ２,３４７ △  １,６７５

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 ９,１０５ １０,７８１ △  １,６７５ １０,７８１

Ⅶ現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ６,９５９ ６,２８６ ６７２ ９,１０５
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と連結貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係 

 

当 中 間 期       前年中間期       増   減 前 期       
（16.4.1～16.9.30） （15.4.1～15.9.30） （15.4.1～16.3.31） 
 

（百万円）  （百万円） （百万円） （百万円） 

現金及び預金勘定 ４,０４５ ４,２６９ △  ２２３ ５,８８６ 

有価証券勘定 ２,９１４ ２,５２３   ３９０ ３,２１９ 

計 ６,９５９  ６,７９２    １６６       ９,１０５ 
預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金等      －  △  ５０５            ５０５     － 

現金及び現金同等物 ６,９５９ ６,２８６    ６７２  ９,１０５ 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項 

（１）連結の範囲 

連結子会社  １５社 ｱｲﾎｰ(株)、(株)ﾃｨｰﾋﾞｰｻｰﾋﾞｽ、(株)ﾃｨｰﾋﾞｰﾊｲﾃｯｸ、 

㈱TB 岩手、ﾄﾖﾀﾞﾎﾞｳｱﾒﾘｶ(株)、ﾄﾖﾀﾞﾎﾞｳｱｼﾞｱ(株)、 

ﾃｨｰﾋﾞｰｵｰﾄﾊﾟｰﾂﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ(株)、ﾄﾖﾀﾞﾎﾞｳﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞ 

ｹﾝﾀｯｷｰ LLC.、上海豊田紡汽車部件(有)、ﾄﾖﾀﾞﾎﾞｳﾌｨﾙﾄﾚｰｼｮﾝ 

ｼｽﾃﾑ(ﾀｲﾗﾝﾄﾞ)(株)、STB ﾃｷｽﾀｲﾙｽﾞｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰ(株)、 

TBDN ﾃﾈｼｰ(パ)、 天津豊田紡汽車部件(有)、寧波豊田紡汽車 

部件(有)、ﾄﾖﾀﾎﾞｳﾊｲﾌｫﾝ(有) 

（２）持分法の適用 

関連会社    6 社 ﾊｲﾆｰﾄﾞ工業(株)、(株)ｱｲﾃｯｸ、ｴｺ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ(株)、ﾀｲｼｰﾄﾍﾞﾙﾄ(株)、 

天津英泰汽車飾件(有)、広州桜泰汽車飾件(有) 

２．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

（１） 連結子会社のうち中間決算日が中間連結決算日(9月30日)と異なる子会社は次の通りであります。 

6 月 30 日 上海豊田紡汽車部件(有)、天津豊田紡汽車部件(有) 、寧波豊田紡汽車部件(有) 

（２） 中間連結財務諸表の作成にあたっては、各社の中間会計期間に係る中間財務諸表を使用して

おります。 

３．会計処理基準に関する事項 

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①たな卸資産 

製品・原材料（綿花を除く）・仕掛品・貯蔵品は、主として総平均法による原価法、

原材料のうち綿花は、後入先出法による低価法により評価しております。 

②有価証券 

その他有価証券のうち時価のあるものは中間期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）、

時価のないものは移動平均法による原価法により評価しております。 

 (２)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   有形固定資産の減価償却方法は、主として定率法によっております。 

(３)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金は、一般債権については貸倒実績率等を含めて総合的に勘案し、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

②退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当中間連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

③役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく当中

間連結会計年度末要支給額を計上しております。 

(４)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 (５)その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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４．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書上の現金及び現金同等物には、手許現金及び要求

払い預金のほか、取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する流動性の高い、容易に

換金可能であり、かつ価値変動について僅少なリスクしか負わない短期投資を計上し

ております。 

 

 

［会計処理の変更］ 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成 14 年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計
基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成 15年 10月 31日）が平成 16
年 3 月 31 日に終了する連結会計年度に係る連結財務諸表から適用可能になったこと
に伴い、当連結会計年度から同会計基準および同適用指針を適用している。これによ

る税金等調整前当期純利益に与える影響額は、242百万円である。 
 

 

［重要な後発事象］ 

 当社は、平成 16年 10月１日付をもってアラコ株式会社（内装事業）およびタカニ
チ株式会社と合併し、トヨタ紡織株式会社に社名変更いたしました。
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セグメント情報 

 

１． 事業の種類別セグメント情報 

当社の企業集団は、自動車部品の製造、販売を主な事業としております。全セグメント

の売上高の合計金額、営業利益の合計金額および資産の合計金額に占める自動車部品の割

合がいずれも 90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しており

ます。 

 

２．所在地別セグメント情報 

 （１）当中間期（16.4.１～16.9.30） 
（単位：百万円） 

区       分 日  本 北 米 そ の 他 計 
消  去 
又は全社 連 結

売 上 高 
(1)外部顧客に対する売上高 
(2)セグメント間の内部 
売上高又は振替高 
計 

 
59,135 

1,952 

61,087 

7,171  

 31

7,203  

 2,520

614  

3,134

 
68,827 

  2,598 

71,426 

 
- 

△2,598 

△2,598 

68,827

-

68,827

営 業 費 用 58,162 7,130  3,037 68,329 △2,545 65,784

営 業 利 益 2,925    73   97 3,096 △   53 3,042

    

（２）前年中間期（15.4.１～15.9.30） 
（単位：百万円） 

区       分 日  本 北 米 そ の 他 計 
消  去 
又は全社 連 結

売 上 高 
(1)外部顧客に対する売上高 
(2)セグメント間の内部 
売上高又は振替高 
計 

 
46,401 

1,083 

47,484 

5,954  

 20

5,975  

 1,682

339  

2,022

 
54,038 

  1,443 

55,482 

 
- 

△1,443 

△1,443 

54,038

-

54,038

営 業 費 用 45,369 5,887  1,995 53,252 △1,407 51,844

営 業 利 益 2,114    87   27 2,229 △   35 2,193

 

(３)前期（15.4.１～16.3.31） 
（単位：百万円） 

区       分 日  本 北 米 そ の 他 計 
消  去 
又は全社 連 結

売 上 高 
(1)外部顧客に対する売上高 
(2)セグメント間の内部 
売上高又は振替高 
計 

 
102,812 

2,869 

105,681 

11,908  

 49

11,957  

3,833

1,006  

4,839

 
118,553  

3,925 

122,478 

 
- 

△3,925 

△3,925 

118,553

-

118,553

営 業 費 用 100,557 11,703    4,808 117,069 △3,847 113,222

営 業 利 益 5,124    253 31  5,409 △   77 5,331

（注）１．国または地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

   ２．日本以外の区分に属する国または地域 

      北 米…アメリカ 
      その他…タイ、中国 
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３．海外売上高 
 （１）当中間期（16.4.１～16.9.30） 

（単位：百万円） 

区       分 北 米 そ の 他 計 

海 外 売 上 高  6,823  2,886  9,709 

連 結 売 上 高   68,827 

連結売上高に占める海外売上高の割合    9.9%    4.2% 14.1% 

 

（２）前年中間期（15.4.１～15.9.30） 

（単位：百万円） 

区       分 北 米 そ の 他 計 

海 外 売 上 高  5,529  1,595  7,125 

連 結 売 上 高   54,038 

連結売上高に占める海外売上高の割合    10.2%    3.0% 13.2% 

 

（３）前期（15.4.１～16.3.31） 

（単位：百万円） 

区       分 北 米 そ の 他 計 

海 外 売 上 高 11,433 3,284 14,717 

連 結 売 上 高 - - 118,553 

連結売上高に占める海外売上高の割合 9.6% 2.8% 12.4% 

（注）１．国または地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

   ２．日本以外の区分に属する主な国または地域 

      北 米…アメリカ 

      その他…タイ、中国 

    

 



                                      －18－ 

有価証券 
 

 

１．時価のある有価証券 

（単位：百万円） 

区     分 
当中間連結会計期間末 

（16.9.30現在） 

前連結会計年度末 

（16.3.31現在） 

前中間連結会計期間末 

（15.9.30現在） 

(1)満期保有目的の債券 

中間連結 

貸借対照表 

計上額 

時 価 差 額

連結貸借

対照表 

計上額 

時 価 差 額 

中間連結 

貸借対照表 

計上額 

時 価 差 額

①国債・地方債等 － － － － － － － － －

②社債 － － － － － － － － －

③その他 － － － － － － － － －

計 － － － － － － － － －

(2)その他有価証券 取得原価 

中間連結

貸借対照表

計上額

差 額 取得原価

連結貸借

対照表

計上額

差 額 取得原価 

中間連結

貸借対照表

計上額

差 額

①株式 383 1,797 1,414 383 1,979 1,596 383 1,513 1,130

②債券     

 国債・地方債等 － － － － － － － － －

 社債 － － － － － － － － －

 その他 － － － － － － － － －

③その他 － － － － － － － － －

計 383 1,797 1,414 383 1,979 1,596 383 1,513 1,130

 

 

２．時価評価されていない主な有価証券 

（単位：百万円） 

内     容 
当中間連結会計期間末

（16.9.30現在） 

前連結会計年度末 

（16.3.31現在） 

前中間連結会計期間末

（15.9.30現在） 

(1)満期保有目的の債券 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額

①非上場外国債 － － － 

計 － － － 
(2)その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額

①非上場株式（店頭売買株式を除く） ７００ ７０２ ６９５ 

②非上場外国債 － － － 

③ＭＭＦ ５００ ５００ ５００ 

④優先出資金 － － － 

⑤その他 ２,４１３ ２，７１８ ２,０２２ 

計 ３,６１４ ３，９２２ ３,２１８ 

 

 
 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 
   該当事項はありません。 

 



平成 17年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 16年 10月 28日

上   場   会   社   名        トヨタ紡織株式会社 上場取引所 東証・名証各第一部

コード番号       3116    （旧会社名　豊田紡織株式会社） 本社所在都道府県

（URL　http://www.toyota-boshoku.co.jp) 愛知県

代　　表　　者　　　役職名       取締役社長　　氏名　本並　正直
問合せ先責任者　役職名       経理部長　 　　氏名　鷲見　等　　　　　　TEL (0566) 26 - 0313
中間決算取締役会開催日　　平成 16年 10月 28日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日           平成 16年 11月 26日 単元株制度採用の有無　有(１単元　100 株)

１. 16年 9月中間期の業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 16年 9月 30日）
(1)経営成績 （記載金額は百万円未満切り捨て表示）

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期 60,821 29.2 2,778 38.2 2,994 40.8
15年 9月中間期 47,092 7.9 2,010 8.4 2,126 8.5
16年 3月期 104,901 4,865 4,959

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間
         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円 　銭

16年 9月中間期 1,783 37.5         26     78
15年 9月中間期 1,296 △ 26.6         19     48
16年 3月期 2,865         41     47
(注)①期中平均株式数    16年 9月中間期    66,608,070 株   15年 9月中間期    66,580,736 株   16年 3月期    66,578,401 株

     ②会計処理の方法の変更　　 有

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円    　銭 円　    銭

16年 9月中間期    5   50 －

15年 9月中間期    4   00 －

16年 3月期 －   9   00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率

百万円 百万円 ％ 　 円            銭

16年 9月中間期 63,933 31,092 48.6 466       22
15年 9月中間期 55,135 28,075 50.9 421       69
16年 3月期 62,720 29,655 47.3 443       88
(注)①期末発行済株式数　16年 9月中間期     　66,690,571 株　15年 9月中間期     　66,577,902 株　16年 3月期     　66,574,061 株

 　 ②期末自己株式数　　16年 9月中間期 　       483,767 株　15年 9月中間期 　       596,436 株　16年 3月期 　       600,277 株

２. 17年 3月期の業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　当　期　純　利　益

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　 　銭 円　 　銭

通　　期 310,000 10,500 5,600    6   50  12  00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）             42円  54銭

※上記業績予想は、平成16年10月1日の３社合併後の通期予想となっております。なお、期末配当には内数として合併記念配当１円を予定

 　しております。また、当該予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な

　 要因によって予想数値と異なる場合があります。

１株当たり株主資本

１株当たり年間配当金
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貸借対照表 
（単位：百万円） 

科    目 
当 中 間 期       
(16.9.30現在) 

前   期 
(16.3.31現在) 

増   減 
前年中間期       
 (15.9.30現在) 

（ 資 産 の 部 ）           

流 動 資 産 

現 金 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

有 価 証 券 

製 品 

原 材 料 

仕 掛 品 

貯 蔵 品 

繰 延 税 金 資 産 

短 期 貸 付 金 

未 収 入 金 

そ の 他 の 流 動 資 産 

貸 倒 引 当 金 

 

固 定 資 産         

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

施 設 利 用 権 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

子会社株式・出資金           

出 資 金 

長 期 貸 付 金 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 の 投 資 

貸 倒 引 当 金 

２９,３２９

２,１６２

３３９

１８,１７３

２,５８２

８９０

７１０

５４２

２６８

１,１６２

５０６

１,９１０

１９３

△   １１３

３４,６０３

２４,００６

１０,１３０

６１２

７,２７４

１５１

３,２８７

２,３６１

１８９

２１

２１

１０,５７５

２,６９６

５,４８７

１,１０７

１０

１７

１,０６８

２００

△     １４

３１,５１９

４,４３２

２７８

１８,１９９

２,６８７

８９３

６４１

８８７

２６３

１,４７２

３１９

１,４５７

１００

△   １１３

３１,２００

２２,１２２

８,０２３

５３９

７,５７８

１１８

３,２０６

２,６０３

５１

２２

２２

９,０５５

２,８８１

４,５６６

３８１

１４

１８

１,００２

２０２

△      １２

 

△２,１９０ 

△２,２６９ 

６０ 

△     ２５ 

△   １０５ 

△       ２ 

６９ 

△   ３４４ 

５ 

△   ３１０ 

１８７ 

４５３ 

９２ 

△    ０ 

 

３,４０３ 

１,８８３ 

２,１０７ 

７２ 

△   ３０４ 

３２ 

８０ 

△   ２４２ 
１３７ 

△    ０ 

△    ０ 

１,５２０ 

△   １８４ 

９２０ 

７２５ 

△       ３ 

△    ０ 

６６ 

△       １ 

△       １ 

２４,２３３

２,８６３

１７３

１３,８５０

２,００１

１,３４８

７５１

５００

２６３

１,１１８

１８０

１,０４１

２４４

△   １０３

３０,９０１

２２,４３５

８,１６２

５３８

７,７３０

１４１

３,２４３

２,６０４

１４

２４

２４

８,４４２

２,４０７

４,５６６

１８３

９４

１９

９８８

１９４

△     １２

合   計 ６３,９３３ ６２,７２０ １,２１３ ５５,１３５

（注）１．有形固定資産の 
             減価償却累計額 ５６,９２５ ５４,９７４ １,９５０ ５３，１８１ 
２．保証債務    １,３６３ １,９５９   △  ５９６    １，５１６ 



－21－ 

 
（単位：百万円） 

科    目 
当 中 間 期       
(16.9.30現在) 

前    期 
(16.3.31現在) 

増   減 
前年中間期       
(15.9.30現在) 

（ 負 債 の 部 ）    

流 動 負 債 

支 払 手 形 

買 掛 金 

１年内返済の長期借入金 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

未 払 費 用 

そ の 他 の 流 動 負 債 

 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

退 職 給 付 引 当 金 

役員退職慰労引当金 

預 り 保 証 金 

負 債 計 

 

（ 資 本 の 部 ）    

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

そ の 他 資 本 剰 余 金 

自己株式処分差益 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

任 意 積 立 金 

特 別 償 却 準 備 金 

固定資産圧縮積立金 

別 途 積 立 金 

中間(当期)未処分利益 

その他有価証券評価差額金 

自 己 株 式 

資 本 計 

２６,４３４

１,４７７

１６,０４５

１,２５０

１,７１１

８９２

４,９２９

１２７

６,４０６

２,５００

３,２９５

３９６

２１５

３２,８４０

４,９３３

２,８００

２,７９７

２

２

２２,７１６

１,２５２

１８,８３１

９２

５６９

１８,１７０

２,６３２

９７０

△   ３２８

３１,０９２

２６,０１１

２９３

１５,７５７

１,２５０

１,７００

１,９８８

４,９３２

８８

７,０５３

３,１２５

３,０６２

６５１

２１５

３３,０６４

４,９３３

２,７９７

２,７９７

―

―

２１,３７０

１,２５２

１６,７３０

４０

６１９

１６,０７０

３,３８８

９５９

△   ４０５

２９,６５５

 

４２２ 

１,１８３ 

２８７ 

― 

１０ 

△１,０９５ 

△       ２ 

３８ 

 

△   ６４６ 

△   ６２５ 

２３２ 

△   ２５４ 

― 

△   ２２３ 

 

 

― 

２ 

― 

２ 

２ 

１,３４５ 

― 

２,１０１ 

５１ 

△     ５０ 

２,１００ 

△   ７５５ 

１１ 

７７ 

１,４３７ 

１９,７１３

２,５１１

９,４７２

１,８４５

６３３

１,２１５

３,９５３

８１

７,３４６

３,７５０

２,９０７

４７３

２１５

２７,０６０

４,９３３

２,７９７

２,７９７

―

―

２０,０６７

１,２５２

１６,７３０

４０

６１９

１６,０７０

２,０８５

６７９

△   ４０２

２８,０７５

合   計 ６３,９３３ ６２,７２０ １,２１３ ５５,１３５
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損益計算書 
（単位：百万円） 

科  目 
当 中 間 期       
(16.4.1～16.9.30)  

前年中間期       
(15.4.1～15.9.30) 

増   減 
前   期 
(15.4.1～16.3.31) 

（経常損益の部） 

営 業 損 益 の 部 

営 業 収 益 

売 上 高 

営 業 費 用 

売 上 原 価 

販売費及び一般管理費 

営 業 利 益 

営 業 外 損 益 の 部 

営 業 外 収 益 

受取利息及び配当金 

その他の営業外収益 

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 

その他の営業外費用 

経 常 利 益 

（特別損益の部） 

特 別 損 失 

減 損 損 失 

福利厚生制度変更に伴う過年度費用  

税引前中間(当期)純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 

前 期 繰 越 利 益 

中 間 配 当 額 

中間(当期)未処分利益 

６０,８２１

６０,８２１

５８,０４２

５４,６６６

３,３７６

２,７７８

３４３

９７

２４６

１２７

３７

９０

２,９９４

３５２

２４２

１０９

２,６４１

４２１

４３７

１,７８３

８４８

―

２,６３２

４７,０９２

４７,０９２

４５,０８１

４２,１７５

２,９０６

２,０１０

２４６

７８

１６７

１３０

５２

７８

２,１２６

―

―

―

２,１２６

１,１０３

△   ２７３

１,２９６

７８８

―

２,０８５

 

 

１３,７２９ 

１３,７２９ 

１２,９６１ 

１２,４９１ 

４６９ 

７６８ 

 

９７ 

１８ 

７８ 

△       ３ 

△     １５ 

１２ 

８６８ 

 

３５２ 

２４２ 

１０９ 

５１５ 

△   ６８２ 

７１０ 

４８６ 

６０ 

― 

５４６ 

１０４,９０１

１０４,９０１

１００,０３５

９３,８７３

６,１６１

４,８６５

４４９

８７

３６１

３５５

９９

２５５

４,９５９

―

―

―

４,９５９

２,９２０

   △   ８２７

２,８６５

７８８

２６６

３,３８８

（注）減価償却実施額 ２,０９７ ２,１３８ △  ４０ ４,６３６ 
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子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 

該当事項はありません。 

 




